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第 1章 計画策定の趣旨と基本的な方針

１ 計画策定の背景と目的

近年、人口減少や高齢化、住宅に対する社会的ニーズの変化などに伴い全国規模で空家等

の問題が深刻化しており、そのなかでも適切に管理が行われていない空家等が増加し続け、

生活環境に深刻な影響を及ぼしています。

このような状況を踏まえ、国は、平成 27年 5月に「空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成 26 年 11 月 27 .法律第 127 号。以下「法」という。）を施行し、全国の市町村にお

いて法に基づく空家等対策の取組が進めるなか、本市においても令和 2年に本計画を策定し、

各種対策を行ってきました。

令和 5年 12 月に管理不全空家等に対する指導・勧告の仕組み等を目的とした法改正が施

行されたことから、本計画を見直し、「第2次士別市空家等対策計画（以下「計画」という。）」

を策定します。

用語の定義

法：空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年 11月 27日法律第 127 号）※空家等対策の推進に関する特

別措置法の一部を改正する法律（令和5年法律第 50号）

基本指針：空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（令和5年 12月 13日改正）

ガイドライン：管理不全空家及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（令和 5

年 12 月 13日改正）

２ 計画の位置づけ

本計画は、法第 7条第 1項に規定する「空家等対策計画」であり、法第 6条に規定する国

の基本指針に即し、市の上位計画である｢士別市まちづくり総合計画｣や関連計画などと整合

を図るものとします。

（国） 空家等対策の推進に関する特別措置法

（国） 空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（基本指針）

（国） 「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）

（道） 空き家等対策に関する取組方針

◆ 国及び道が定めた法律及び指針・ガイドライン等

士別市空家等対策計画

士別市空家等対策協議会

・士別市まちづくり総合計画

・関連計画
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３ 計画期間

本計画の計画期間は、まちづくり総合計画の計画期間を勘案し、令和 7年度から令和 15年

度までとします。

ただし、社会情勢の大きな変化や新たな法律の制定等で、計画の見直しが必要となった場

合は、適宜見直しを行うこととします。

４ 計画の対象

(1) 対象とする空家等の種類

本計画の対象とする空家等の種類は、法第2条第 1項で規定する「空家等」（法第 2条第 2

項で規定する「特定空家等」を含む。）とします。なお、空き店舗についても、流通・利活用

を促進するため、含むものとします。

(2) 対象とする地区

本計画の対象地区は、市内全域とします。

【用語の説明】

① 空家等（法第２条第１項）

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着する物を含む。)をいう。ただ

し、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。

② 特定空家等（法第２条第２項）

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛

生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観

を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切

である状態にあると認められる空家等をいう。

③ 「居住その他の使用がなされていない」ことが「常態である」

建築物等が長期間にわたって使用されていない状態をいい、概ね一年間を通して建築

物等の使用実績がないこと。
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第２章 空家等の現状と課題

１ 空家等の現状

(1) 人口と世帯の状況

本市の人口は年々減少しており、世帯数は平成５年から平成１５年までは増加したものの、

その後は減少しています。第２期士別市まち・ひと・しごと創生総合戦略の社人研（国立社

会保障・人口問題研究所）準拠による将来人口推計から見た本市の人口、世帯数は今後も減

少すると推計されています。

【図表１ 士別市の人口と世帯数の推移】

（士別市統計調査）

【図表２ 士別市総人口の推計】

（人・世帯）

実績値 推計値

（士別市第２期士別市まち・ひと・しごと創生総合戦略）
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(2) 空き家の状況

総務省統計局が５年ごとに実施している「住宅・土地統計調査」から見た本市の空き家戸

数は、平成 25年から令和 5年まで 1.28％増加しています。また、空き家率についても増加

を続け、平成30年から全国や北海道を上回っています。

なお、住宅・土地統計調査における「空き家」は、法で規定する「空家等」の定義とは異

なり、共同住宅や賃貸住宅などの空室も含まれます。

【図表３ 空き家数と空き家率の推移】

（総務省住宅･土地統計調査）

※住宅・土地統計調査における「空き家」の種類

住宅・土地統計調査は、調査対象となった地区及び世帯を巡回のうえ、調査票を配布し

て行います。調査結果は統計的な数値であり、全戸調査による数値ではありません。調査

の対象となる「住宅」は、一戸建ての住宅やアパートのように完全に区画された建物の一

部で、一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができるように建築又は改造されたもの

をいいます。そのうち「空き家」は居住世帯のない住宅（普段人が住んでいない住宅）の

中の１区分として調査しています。
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２ 空家等の調査

本市では、平成 27年度に地域担当職員による空き家実態調査を行い、計画策定時の令和2

年度には、令和元年度に自治会へのアンケート調査をもとに庁内検討委員による市街地の危

険空き家調査により市内空家等の実態把握を行ってきました。今後も、市民からの情報提供

等を有効活用し、空家等の所在やその状態の把握に努めます。

なお、空家等の調査は、職員が現地調査を行うほか、所有者等に今後の意向を確認して指

導等の措置を行うため、不動産登記簿情報、住民基本台帳情報、戸籍情報、固定資産税情報

等を活用し所有者等の調査を行います。

３ 空家等に関する課題

(1) 空家等対策の必要性

空家等の適切な管理は、法第 5条において「所有者等の責務」と定められています。また、

民法では「空家等に起因する他人への損害については、占有者や所有者がその責任を負う」

とされているため、所有者等の責任において管理されなければなりません。

しかし、高齢化や少子化、核家族化の進行などにより、さらなる空き家等の増加が予想さ

れます。

積雪寒冷地である本市では、冬期の積雪による家屋の劣化が進みやすいことから、腐朽・

破損が進行し周辺環境に悪影響を与えることや、屋根からの落氷雪によるトラブルも発生し

ていることから、総合的な空家等対策を推進する必要があります。

(2) 空家等対策に向けた課題

空家等に関する課題は、主に空家等が長期間管理されない状態で発生します。本市におい

て対策を実施するなかで発生した事例は、主に以下の要因に分類されます。

① 所有者が管理できない → 資力がない、遠方に居住している、高齢により

施設入所、など

② 所有者が特定できない → 相続人多数で管理者がまとまらない、所有者と

連絡がつかない、など

③ 所有者がいない → 所在が不明（失踪、未登記など）、相続人がすべ

て相続放棄、など

以上のように空家の対策に向けた課題は多岐にわたります。
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第３章 空家等の対策

空家等には様々な課題があり、解決のためには、個々の状況に応じた対応が必要となります。

本計画では、次の３項目の視点で取り組みを進めます。

○ 空家等の発生抑制と適切な管理の促進

○ 流通・利活用の促進

○ 危険な空家等への対応（特定空家・管理不全空家等を含む）

１ 空家等の発生抑制と適切な管理の促進

(1) 所有者等の当事者意識の醸成

空家等は個人の財産であり、所有者等が適切に維持管理するべきものです。しかし現状で

は、放置された空家等の腐朽・破損が進行し、周囲へ悪影響を及ぼしていることを所有者等

が理解していない場合や、相続等により所有者等が市内に在住していないなど現状を把握し

ていない場合もあります。

本市では、所有者等に空家等の適切な管理を促すため、全庁で使用する窓あき封筒に空き

家バンクの広告を行っているほか、死亡手続きの際、遺族に対し空き家バンクや相続手続き

に関するチラシを配付する等、所有者の意識醸成を図ってきました。今後も、終活ガイドブ

ックの配布やホームページ、広報紙、SNS などを活用し広く周知し、所有者が自ら適正に管

理していただくよう、啓発活動を推進します。

(2) 相談体制の整備

空家等の問題は多岐にわたることから、所有者や市民などから相談があった場合は、内容

に応じて関係課が連携して対応しています。今後も、関係団体等と連携を行い、充実した相

談体制の整備を行います。

(3) 空家等の除却（解体）

空家等は所有者等の財産であり、所有者等が責任をもって対応するのが原則ですが、所有

者等が置かれている状況は様々です。

近年の物価高騰により、除却にかかる費用も上昇していることから、解体費用に対する補

助金も必要と考えますが、特定空家に認定された物件に限定するなどの方策は、流通可能

な空家等が故意に放置される可能性があること、また、そもそも所有者に資力がなく放置

された空家や、所有者不明空家等に対しては効果が限定的なことから、慎重な検討が必要

です。
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２ 流通・利活用の促進

適切に管理された活用可能な空家等は、貴重な地域資源として、利活用を促進することが

必要となることから、引き続き、空き家・空き地バンクを活用した流通促進に取り組みます。

(1) 士別市空き家・空き地バンクの活用

空家所有者等に対して「空き家・空き地バンク」への登録を案内し、また、空家利用希望

者に対して「空き家・空き地バンク」を紹介することで、需要と供給のマッチングを図り空

家等の流通・利活用を促します。そのためには、「空き家・空き地バンク」の活性化が必要

なことから、SNS 等や不動産事業者等との連携を視野に、広い情報発信を検討しまします。

※令和元年より「まちづくり士別株式会社」に業務委託を行い運営しています。

【図表５ 空き家・空き地バンクの登録と利用の流れ】

(2) 修繕等による空家等の利活用

修繕や改修等により利活用が可能な空家等については、所有者に対して最適な修繕方法

等を提案することで、空家等の利活用を進めます。

３ 危険な空家等への対応

空家等は、適切な管理が行われず、そのまま放置すると地域の生活環境に深刻な影響を

及ぼします。市民の安全・安心な暮らしを確保して空き家に対する不安を払拭するために

も、所有者等に発生している問題を認識し、適正な対応を求める必要があることから、次

の取り組みを進めます。
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(1) 危険な空家等への初期対応

本計画策定以降、市民からの情報提供や所有者調査・現地調査等によって、危険な空き家

等を把握してきました。引き続き、危険度の高い空家に対し、法第 12条に基づいた文書等に

よる指導を継続し、適切な管理を所有者に促していきます。

なお、危険な空家等の状況に応じて、他法令（民法、建築基準法、道路法、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律等）による措置も重ねて行います。

(2) 管理不全空家等への対応（法第 13条）

法第 13 条第 1項では、市町村長は空家等がそのまま放置すれば特定空家等に該当するお

それのある状態にあるときは「管理不全空家等」として、管理指針※に即し、必要な措置をと

るよう所有者等に指導できるとしています。

（1）の危険な空家等が、そのまま放置され特定空家等に該当するおそれがある場合は、所

有者自らの意思による改善を促すため「管理不全空家等」として同条に基づく「指導」等を

行います。なお、当該管理不全空家等の状態が引き続き改善されず、特定空家等に該当する

おそれが大きい場合は、同条第 2項に基づく具体的な措置を「勧告」します。勧告が行われ

た空家が地方税法に基づく住宅用地特例の適用を受けている場合、住宅用地特例の対象から

除外されます。

※管理指針：基本指針「三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項」を示す

(3) 特定空家等への対応（法第 22条）

(2)の管理不全空家の勧告後も適切な措置が行われない場合や、空家がすでに特定空家に

該当すると推測される場合は、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすことから、法第2条第

2項に規定する「特定空家等」に認定し、法に基づく措置を講じます。

① 特定空家等の認定

特定空家等の認定基準は、国のガイドラインでは、「各市町村において地域の実情を

反映した、適宜固有の判断基準を定めることが適当」とされています。

北海道及び道立総合研究機構建築研究本部から、特定空家等を判断するための基準

の数値化に加え、北海道特有の積雪寒冷地を考慮した※参考基準が示されており、本市

ではこれを特定空家等認定基準として、市職員が現地調査を行い、その結果に基づき認

定するかどうかを検討し、空家等対策庁内検討委員会による協議の後、空家等対策協議

会の判断を経た空家を特定空家等として市長が認定します。

※参考基準：「市町村による特定空家の判断の手引き」を示す

② 特定空家等の措置

認定された特定空家等の所有者等に対しては、法では「助言又は指導」「勧告」「命

令」「代執行」の措置をとることができるとされています。これらの措置を講ずるかど

うかについて、国のガイドラインでは、「周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもた

らすおそれがあるか否か」等を判断し、あると判断された場合、「その悪影響の程度が

社会通念上許容される範囲を超えるか否か、また、もたらされる危険性について切迫性

が高いか否か」等によって判断するとされています。

以上のガイドラインで示された観点を踏まえ、特定空家等の状況に応じ、どのよう

な措置が必要になるか個別に判断して対応します。特に「勧告」「命令」や「代執行」

といった処分性の強い措置を行う場合には、空家等対策庁内検討委員会や空家等対策

協議会の意見を踏まえて判断します。
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【図表６ 危険な空家等への措置フロー図】

事案の発生（市の調査・市民からの相談・情報提供など）

士別市空家等対策協議会

現況調査（法 9①）所有者調査（法 10①～③）

除去及び利活用の提案

経過観察など

危険度低い

措置等必要なし

特定空家等の認定
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又は

不十分な場合

管理不全空き家の認定

士別市空家等庁内検討委員会

適切な管理の助言・指導（法 12）

複数回の指導で改善なし

助言・指導（法 13①）

勧告（法 13条②）

※税：住宅用地特例解除

協議･議決

危険度高い

措置等必要

改善

状況悪化

報
告

改善なし

立入調査

（法 9②～⑤）

状況が切迫して

いる場合

特定空家等の判断

※市町村による特定空家等判断の手引き

安全確保

のうえ

複
数
回
の
指
導
で

改
善
な
し

特定空家等と

判断される

勧告（法 22②）

※税：住宅用地特例解除

改善なし

命令（法 22③）

行政代執行

（法 22⑨）

略式代執行

（法 22⑩）

所
有
者
不
明
の
場
合

報
告
・
意
見

判断されない

改

善
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４ 対策の実施体制

(1) 庁内の組織体制と役割

空家等対策を関係する各課が連携して取り組みを進めるため、「士別市空家等対策庁内検

討委員会」を設置します。

本委員会は、各課等が所掌する事務の観点から意見交換などを行うほか、関係部局間で情

報共有や連携体制の確立を図ることで空家等対策に関する施策や取り組みを円滑に推進し

ます。

【図表７ 士別市空家等対策庁内検討委員会の構成員と空家等対策各課担当事項】

連携する担当課

関係課 空家等に関連する主な事務

総務課
・空家等に起因する災害発生時の体制

・防災に関すること

税務課

・固定資産税台帳に基づく空家等所有者に関する情報管理

・特定空家等・管理不全空家等の税法上の取り扱いに関すること

・固定資産税納付書発送時の情報発信に関すること

くらし安全課
・衛生上有害となる状態の空家等に対する対応

・自治会との連絡調整に関すること

地域福祉課 ・高齢者等に対する啓発、情報提供に関すること

建築課
・空家等対策計画に関すること

・空き家空き地バンク（空き家の活用）に関すること

都市環境課
・空家等が原因となる道路管理上の安全対策に関すること

・道路等に面する空家等の応急措置に関すること

士別消防署予防課
・空家等に起因する災害発生時の体制

・空家等の応急措置に関すること

企画課
・移住定住促進施策に関すること

・空き家空き地バンク（空き家の活用）に関すること

全課共通 ・空家等対策の情報収集、市民啓発・周知に関すること

商工労働観光課 ・空き店舗に関すること

農業振興課 ・農村地区での空家等解体補助制度に関すること
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(2) 関係機関等との連携

対策の効果的な取り組みを関係団体や企業、地域住民などと協働し、全市的に進めるため、

引き続き「士別市空家等対策協議会」を設置します。

協議会メンバーは以下の団体に対し委員の参加を依頼します。なお、士別警察署からはオ

ブザーバーとしての参加を依頼します。

団体名(順不同)：士別市自治会連合会、士別商工会議所、朝日商工会、協同組合 士別建設協会、

一般社団法人 北海道建築士会士別支部、社会福祉法人 士別市社会福祉協議

会、弁護士法人 木村雅一・法律特許事務所、北海道宅地建物取引業協会 旭

川支部名寄・士別分区会、北海道銀行、士別警察署

【図表８ 空家等対策の連携体制】

問合せ・

相談

対応結果

の報告

士別市

提案

意見

通報内容により

対応部署を判断

行政指導対応

｢相談窓口｣・建築課

｢庁内検討委員会メンバー｣

※必要に応じて、他部署とも連携し対応する

■現地調査確認 ■所有者等の特定 など

空家等の所有者など

市

民

等

士
別
市
空
家
等
対
策
協
議
会
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資料

士別市空家等対策協議会設置要綱

（設置）

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以下「法」という。）第

７条の規定に基づき、士別市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（所掌事項）

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議するものとする。

(1) 空家等対策計画の作成及び変更に関すること。

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

（組織）

第３条 協議会は、委員10人以内をもって組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(1) 学識経験者及び有識者

(2) 地域住民

(3) その他市長が必要と認める者

３ 協議会には、必要に応じてオブザーバーを置くことができる。

（委員の任期）

第４条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。

（会長及び副会長）

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員が互選する。

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。

（会議）

第６条 会議は、市長が招集し、会長が議長となる。

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

４ 会長は、専門的な事項について必要があると認めるときは、委員以外のものを会議に出席さ

せ、意見を求めることができる。

（守秘義務）

第７条 協議会の委員及び会議に出席を求められた者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。その職を退いた後も同様とする。

（処務）

第８条 協議会の庶務は、建設環境部建築課において行う。

（委任）

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和元年11月29日から施行する。

附 則(令和3年4月1日訓令第30号)

この要綱は、令和3年4月1日から施行する。

附 則(令和5年3月31日訓令第23号)

この要綱は、令和5年4月1日から施行する。

附 則(令和6年4月1日訓令第16号)

この要綱は、令和6年4月1日から施行する。
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北海道が作成した特定空家の判断の手引き
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